
核兵器禁止条約の締結に向けて 

   
総合計 配備数 備蓄数 解体待ち数

アメリカ合衆国 7000 1950 2350 2700

ロシア 6800 1800 2200 2800

フランス 300

中国 270

イギリス 215

パキスタン 130〜140

インド 120〜130

イスラエル 80

北朝鮮 10〜20

世界の核兵器数の実態（推定）
2017年1月時点　現在ストックホルム国際研究所

「被爆者と被災地の平和を願う切なる訴えが世界を動
かし、国連で「核兵器禁止条約」が採択されました。」 
 
 看板が長崎市役所の前面に掲げられている。 
 

2017年9月8日  
森戸洋子一般質問 
本人提出資料 
 



内閣総理大臣 安倍 晋三 様 
 

核兵器廃絶に向けた取組の推進について（要請） 
 
平和首長会議（会長：広島市長、副会長：長崎市長等世界の１５都市の市長）は、昭和５７年（１９８２年）の設立以来、世界の
都市と連帯し、核兵器廃絶と世界恒久平和の実現を訴え続けてきました。平和首長会議には、現在世界の１６２の国・地域 

から７，４１７の都市が加盟しており、その数は増加の一途をたどっています。そのうち、日本国内の加盟都市は全市区町村
の９６．６％に当たる１，６８２に及んでおり、第７回目となる平和首長会議国内加盟都市会議総会を８月９日に長崎市で開催
しました。 
 

 １９４５年８月、広島・長崎両市は一発の原子爆弾により一瞬にして廃墟と化し、両市合わせて２１万人を超える多くの人々
の尊い命が奪われました。放射線による被爆者の苦しみは今も続いています。その広島・長崎の被爆の実相を見れば、核兵
器は「非人道兵器」の極みであり、「絶対悪」であることは明らかです。 
 

 こうした中、平和首長会議では、加盟都市の市民、ＮＧＯ等と連携して、２０２０年までの核兵器廃絶を目指す「２０２０ビジョ
ン」の積極的な展開を図っています。 

 ２０２０年は、平均年齢が８１歳を超えた被爆者に一人でも多く「核兵器のない世界」を見ていただくために定めた目標年次
です。 

本年７月７日、国連において核兵器禁止条約が１２２か国の賛同を得て採択されました。被爆者をはじめとする多くの方々の
願いである「核兵器のない世界」の実現への具体的な第一歩が踏み出されたものであり、平和首長会議は心から歓迎します。
しかし、現下の世界情勢を見れば、各国や地域における安全保障上の懸念への対応が喫緊の課題となっていることは明ら
かであり、今まで以上に核兵器廃絶に向けて国際社会が総力を挙げて協力し、この条約の締結を促進するとともに、条約が
十分に法的実効性を持つものへと育てていくことが重要です。 
 

 日本政府には、「こんな思いを他の誰にもさせてはならない」という被爆者の思いをしっかりと踏まえ、本気になって核保有
国と非核保有国の橋渡し役としての行動を起こしていただくとともに、ＮＰＴ等の体制下での核軍縮の議論に貢献し、実効性
のある核兵器禁止条約となるよう、力を尽くしていただくことを強く要請いたします。 

平成２９年（２０１７年）８月９日 
平和首長会議国内加盟都市会議 

代表 平 和 首 長会議会 長 広島市長 松井 一實 
平 和 首 長 会 議 副 会 長 長崎市長 田上 富久 



第85回全米市長会議における核軍縮に関連する決議文（抜粋） 
トランプ大統領に対し、核をめぐる緊張緩和に努め、外交を優先させるとともに、核兵器関

連の支出を削減して市民ニーズと環境問題への対応に配分することを求める決議 
2017年6月23日〜26日 

  
 …国際的な核兵器廃絶運動「グローバル・ゼロ」のエグゼクティブ・ディレクターであるデレク・ジョンソン氏はこう語っている。「核兵器使
用の危険性が同時多発的に拡散しており、これは人類が直面したことのない状況だ。NATO・ロシア間、朝鮮半島、南アジア、南シナ海、
台湾… 各地域での問題に核保有国がからんでおり、大惨事につながりかねない」 
…（略） 
 米国、ロシアをはじめとする核保有国は反対したものの、2016年の国連総会では「核兵器を禁止し、最終的にはその廃絶につながる法
的措置に関する交渉を行う国連の会議を2017年に開催する」とする決議が圧倒的多数で採択された。 
…（略） 
2020年までの核兵器廃絶を目指す平和首長会議の加盟都市数は、米国の210都市を含む162カ国7,295都市に達しており、その総人口は
10億人を超える。 
 上記を踏まえ、全米市長会議は、以下を決議する。 
…（略） 
 まず、米国政府に対し、核兵器をめぐる緊張緩和に向け、ロシア、中国、北朝鮮及びその他の核保有国とその傘下にある国々との緊密
な外交政策を推進すること、また、米国とロシアが保有する核兵器の大幅な削減を急務とするよう要請する。 
…（略） 
 全米市長会議は、核兵器廃絶につながる歴史的な核兵器禁止条約交渉が、世界の大多数の国々の参加を得て国連において開催され
ていることを歓迎する。全米市長会議は、米国及びその他の核保有国が本交渉への参加を拒否していることを深く憂慮する。 
…（略） 
 全米市長会議は、米国政府に対し、本交渉を核兵器のない世界の実現と恒久的な維持に関する総括的な合意締結に向けた重要な一
歩と位置付けて支持すること、また、期限を設定し検証可能な形で核兵器を廃絶するための多国間交渉に誠意を持って取り組むことを要
請する。 
…（略） 
 全米市長会議は、トランプ大統領並びに連邦議会に対し、既存核兵器が無能化・解体を待つ間、その安全を確保するために必要な最低
限のレベルまで核兵器関連の支出を削減することを要請する。 
…（略） 
 全米市長会議は、米国の全ての市長に対し、2020年までに10,000都市加盟を目指している平和首長会議に加盟するよう要請する。 
また、既加盟都市に対しては、他の核保有国の都市との姉妹都市提携を通じて積極的な関与を呼び掛けるとともに、核兵器の人道的影
響・財政上のコストについて、核保有国間で戦争の危険性が高まっていることについて、そして世界の核兵器廃絶交渉に米国が誠意を
持って対応することが緊急的に求められていることについて、都市レベルで啓発活動を行うよう呼び掛ける。 
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２０１７年１月１９日厚生労働省保険局国民健康保険課 資料抜粋 
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国保税の増税をやめ、引き下げを 


